
 

 

 

 

 

 

(１)高齢化の進行 
 

人 口 

 

 

 

・総人口           1,121千人  ⇒ 1,09０千人  ⇒  1,058千人 ⇒ 975千人 

 

 

・高齢者人口(65 歳以上)       233千人  ⇒  28６千人  ⇒  324千人  ⇒ 329千人 

〔高齢化率〕        〔20.8％〕   〔26.２％〕   〔30.6％〕  〔33.７％〕 

 

 

・うち 75 歳以上         102千人  ⇒  14７千人  ⇒  162千人  ⇒ 206千人 
 

 

 

 

 

世帯数 

 

 

 

 

 

・総世帯数          356千世帯  ⇒ 377千世帯  ⇒ 377千世帯  ⇒ 369千世帯 

 

 

・高齢者一人暮し世帯      20千世帯  ⇒   31千世帯  ⇒   37千世帯  ⇒  45千世帯 

〔総世帯に占める割合〕    〔 5.6％〕   〔 8.3％〕   〔10.2％〕   〔12.4％〕 

 

 

・高齢者夫婦のみ世帯      30千世帯  ⇒   40千世帯  ⇒  47千世帯  ⇒  46千世帯 

〔総世帯に占める割合〕    〔 8.4％〕    〔10.6％〕  〔12.6％〕   〔12.7％〕 

 

 

 

※推計 

平成 12 
(2000) 

平成 22 
(2010) 

平成 27 
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(2025) 
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＋2％ ＋13％ ＋23％ 

＋10％ 

本県の高齢者の主な現状について 

参考資料４

※平成 12 年国勢調査、2２年総務省人口推計(各年 10 月 1 日時点) 
 平成 27 年、37 年国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」(平成 19 年 5 月) 

平成 12 
(2000) 

平成 22 
(2010) 

平成 27 
(2015) 

平成 37 
(2025) 

※平成 12 年国勢調査 
 平成２２年以降国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」(平成 21 年 12 月) 

※推計 



(参考)認知症高齢者の増加（全国推計値） 

 

 

 

 

・認知症自立度Ⅱ以上        149 万人  ⇒   250 万人  ⇒   323 万人 

〔65 歳以上人口に占める割合〕 〔 6.3％〕       〔7.6％〕    〔9.3％〕 

 

 

 ・うち自立度Ⅲ以上          79 万人   ⇒   135 万人   ⇒  176 万人 

〔６5 歳以上人口に占める割合〕  〔3.4％〕        〔4.1％〕     〔5.1％〕 

 

※要介護認定者の約半数に認知症の影響が認められるとされている。 

 

 

(２)要介護・要支援認定者数の増加 
 

 

 

 

・65 歳以上認定者数          23千人  ⇒    49千人   ⇒   62千人  ⇒  73千人 

〔65 歳以上人口に占める割合〕 〔 9.9％〕    〔17.3％〕  〔19.1％〕   〔22.2％〕 
 
 

 ・うち 75 歳以上           19千人   ⇒    44千人   ⇒    47千人  ⇒  60千人 

〔75 歳以上人口に占める割合〕〔19.4％〕    〔29.6％〕 〔※29.1％と仮定して人数推計〕 

 

 

(３)高齢者の社会活動等の状況 

 

 

・高齢者の就業率          22.0％(全国 22 位、全国平均 21.5％) 

 
 
 
 
 

・シルバー人材センター会員数   27.6 人(全国 6 位)  ⇒   24.6 人（全国 11 位） 

（60 歳以上千人当り） ※全国   ＊22.6 人             ＊21.1 人 
 

 

 

 

・老人クラブ加入率〔対 60 歳以上人口〕  54.1％(全国 1 位)   ⇒   4６.８％（全国 1 位） 

〔会員数〕            〔183 千人〕           〔1７９千人〕 

＊全国              ＊21.2％、〔7,624 千人〕  ＊(Ｈ2１)18.7％、〔7,178 千人〕 

 

 

平成 17(2005)年 10 月 

※Ｈ17 国勢調査から推計 
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約1.3倍 

約 1.7倍 約 1.3倍 

※平成 1５年厚生労働省老健局推計 

※厚生労働省報告例 

※(社)全国シルバー人材センター事業協会調べ 

＋13千人 ＋11千人 

＋3千人 ＋13千人 

約 2.1倍 

約 2.3倍 
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※推計 

※平成 12 年 4月、23 年 3月 介護保険事業状況報告、平成 27 年以降 高齢福祉課推計 


